
「地域におけるIoT社会実装」には、 

      -「地域最大の事業組織体」である「基礎自治体」の 

   -「IoTによる業務革新」をテコに 

   -地域全体に「IoT社会」を広げていく  

                        ことが要となる。                                   

 
※日本全体の５５％（人口ベース）は30万人以下の市町村で生活している 
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地域の役所がIoTやICTを利活用して住民へのサービスが変わることで、地域の中小企業も変わっていく。 
 

基礎自治体は、地域における最大の事業組織体。 
地域においてIoTが利活用されるためには、自治体が変わる必要がある。 

自治体がICTを活用できていない 

消費者も地域におけるICT活用の 
利便性を感じずに利活用が進まない 

住民からの要望も少なく、地域の中小企
業も利活用を進める必要性を感じない 

自治体がIoT等を活用して様々なユースケースや
横連携を実施しICT化が進展 

地域内外の消費者により使われる 

目の肥えた消費者や自治体とやりとりをするため
に、中小企業も否応なしに変わっていく 
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縦割りであることから、各分野間のデータや情報の連携による新たなサービスの創出等が起きづらい。 
 

縦割りであるために、自治体においては業務効率化以上のICTの利活用が進まない 
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提供される情報も縦割りでお互いの有機的な連携等はあまりなされていない 

縦割りの行政 

どのように 
楔を打つか？ 
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地域におけるニーズがあり、かつ多様な分野関連する領域を設定することで、 
プレイヤー間・自治体の各組織間の横連携が促進される 

横連携を促す上では、例えば「U/Iターン」のような多様な分野が関連する領域を自治体に
推進してもらうことが必要ではないか 
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地方における求人検索の半数以上は地域外から。 
U/Iターンの潜在ニーズはある 

出所）HRソリューションズ 2016年6月調査 
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Ｕ／Ｉターンを促進するためには、各分野が連携して、「My『医・職・住』」 情報

を提供することが重要。 

医療施設の情報、 
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救急の情報 
 ・・・・・ 
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住環境（コミュニティ等） 
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保育園等の情報 
 ・・・・ 
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自分に合った情報を選ぶのはこちら 
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例えば、電子母子手帳において、「子供の成長記録」に加えて、「予防接種情報」、「子育て関連のコミュニ
ティの活動」等の自らに合った情報が一元的に提供されれば、利用は促進される 

（参考）自分に必要な情報の一元提供の例 

ＩＣＴ街づくり推進会議 普及展開ＷＧにおけるこれまでの検討結果 
http://www.soumu.go.jp/main_content/000295895.pdf 
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全国で「社会実装の見本となる地域」を選定して展開を実施し、周辺の自治体において 
住民から「うちの自治体にも欲しい」という動きを創出して、全国へと普及させる 

人口規模別自治体数 
（市区町村政令指定都市を除く） 

見本となる自治体で 
社会実装を展開 

「見本となる自治体の考え方」 

 UIターンニーズあり 

 気概がある首長（2期目以上） 

 人口 数十万人程度 

 小さすぎず・大きすぎず 
（社会的にインパクトがあり、かつ職
員数として首長が把握可能な規模
（幹部数百名）） 

全国50～100箇所から 
実装を展開 周辺の小規模 

自治体 

周辺の小規模 
自治体 

政令都市 
や東京等へ拡大 

周辺の 
同規模自治体 

住民によるMovement 
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まとめ 

地域においてIoTを実装していくためには、地域における最大の事業組織である自治体が電子
化やIoTの利活用等の「業務変革」していく必要がある。 
 「医療」「教育」「観光」といった分野毎の縦割りの行政においては、住民が求めている情報やIoTサービ
スの一元的な提供は難しい。 

 
Uターン／Iターンのような地域の多様な分野にまたがっている領域を推し進めることで、自治体
として雇用の創出や経済活性化ができ、かつ、分野間の横連携がなされるのではないか。 
 
その際には、気概のある中規模（人口数十万程度）の自治体を50～100程度選定して展開を 
促し、全国へ拡大していくことが望ましい。 
 
「医療」「教育」「観光」等の各分野におけるサービスの創出や「5G」「Wi-Fi」「セキュリティ」等の

ICT基盤の整備を進めつつ、各自治体がUターン／Iターンを推し進める上で自分の地域におい
て必要となる分野を組み合わせていけるような環境を構築していくことが必要である。 
 

自治体の業務変革として地域のIoT社会実装を捉え、気概のある自治体から展開する 




